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1は じ め に
少年警察 の軌跡は,少 年問題の軌跡の一断 面を示 してい る。それは,い
ずれ の時代 にあって も少年非行の趨勢 に対応 しなければな らな い とい う現
実 の圧 力に促 されて,青 少年 対策,と 歩調を合わせなが ら進 んで きた。 こ
の間を通 して少年 警察が解決 しなければな らない問題を抱 えていない とき
は なか った。 もちろん,制 度 の不整備,人 的物的不整 備 とい う問題 もあ っ
たが,そ れ以上に少年達の生 きる社会は常に変動 してお り,当 然少年 問題
も常に変動 していたか らである。
そ して,現 在,少 年警察はそ の在 り方そ の ものにつ いて,重 大 な岐 路に
立 ってい るといえ るだろ う。偽 りの 自白の強要,冤 罪 な ど頻発す る少年 の
人権 侵害,そ して行政警察機能の肥大化である。
本稿 は,何 故,こ の現在の少年警察 の問題が生 じてきた のかを明 らかに
す る とともに,い かに して少年警察は推移 して来たのか,何 故,少 年警 察
は推移 して来たのか とい う問題につい て,戦 後の約40年を追いなが ら考察
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した ものであ る。
少年警 察の軌跡 は,少 年問題 の軌跡の一断面 であ る以上,少 年非 行の推
移や青少年対策の変遷,さ らには戦後社会の移 り変わ りを も,踏 まえつ つ
辿 らなけれ ぽな らない問題 であるが,そ れは今後の課題 として,当 面は少
年警察 の組織運営等に限定 した形で,通 達等 の資料お よび 各種 デ ータを検
討 した覚 書 として記録す る ものである。
皿 概 説
少年警察 とは,非 行少年等 の補導 ・保護 を要す る状態に ある少年 の保護,
少年の福祉を害す る犯罪 の取 り締 ま り等,少 年 を対象 と したすべて の警察
活動であ るといわれ る1)。少年 警察活動 の運営 の準則 である少年警 察 活 動
要綱 の第2条 は,こ れを 「少年 の非行の防止を図 り,そ の健全な育成に資
す る とともに,少 年 の福祉を図 ることを 目的 とす る 警察 の 活動 をい う。」
と定義 している。
(1}法の 欠 歓
少年警察 とは,少 年を対象 としたすべ ての警察活動 であ ると定 義 されて
いるが,少 年 の処遇を 目的 とした法律 である児童福祉法 や少年法 を通読 し
てみ ると,少 年 を警察 におけ る段階 で どの よ うに取 り扱 うべ きかについ て,
ほ とん ど規定が存在 していない。 わずか に以下の よ うな 規定 があるだけ で
あ る。
① 少年補導活動 に関 し,現 在に至 るまで一貫 した手続 規定 は存 在 しない。
ただ し犯罪 を犯 した少年の捜 査手続 につ いては,少 年 法40条の規定 に よ
り刑 事訴訟 法が適用 される。 緊急を要す る場 合の保護 につ いて も,触 法少
年お よび18歳未満 の虞犯少年 は,児 童福祉法33条に よ り児童 相談所長 の委
託を受けて一・-s時保護が できる。 また,虞 犯 少年は,少 年法13条に よ り同行
状を執行す る ことが できる(少 年法12条,13条)。さ らに,家 庭 裁判所,
児童相談所等への送致 ・通告 につ いては,少 年法6条,41条,児 童福 祉法
25条がある。
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② 少年の福祉を害する犯罪の取締 りに関しては,少年法37条に列挙され
ている家庭裁判所の裁判管轄となっている事件(少年福祉を害する犯罪)
については,その捜査取締 りは少年警察の任務である。すなわち児童福祉
法34条,30条,労働基準法56～60条,62～64条,68条,70条,72条,学校
教育法16条,22条,39条,違反の一部と未成年者飲酒禁止法および未成年
者喫煙禁止法違反の罪である。
{2)少年警察の任務に関する立場の違い
少年警察の具体的任務や手続を定めた規定がないので,問題少年を警察
における段階でどう扱 うべきかについて,その理解は大きく分かれること
になる。すなわち少年事件においては審判の資料となるぺき調査はあくま
で家庭裁判所の裁判官や調査官等の専門家がなすべきであり,警察は犯罪
事実の捜査等必要最小限にとどめ速やかに送致するのがその本来の任務で
あるとする考え方と,一応警察段階においても捜査調査を総合的に行い,
成人とは異なる問題少年の処遇を行うのをその任務とするという考え方で
ある。前者は,現行少年法の意図するところであり,後者は少年警察発足
以来現在に至るまで少年警察が一貫してとってきた方針であるということ
がでありであろう。
① 少年法の基本姿勢
少年法は,すべての少年保護事件を家庭裁判所に集中させるよう定めて
いる。少年法が,全件送致主義を採用したのは,一一つには,少年の健全育
成という少年法の理念にしたがって,少年に対し最も適切な処遇を決定す
るためには,心理学,教育学,社会福祉学など人間関係諸科学の専門家で
ある家庭裁判所調査官や医師などを配置している家庭裁判所に委ねること
が望ましいと考えたこともあるであろうこしかし,それだけではなく少年
事件の処理においては,犯罪を摘発し,捜査し,これに刑罰を加えること
を求める警察や検察官の刑罰優先の観点を排除することがその趣旨であっ
たと考えられる。そしてこれを具体的に保障するために,少年法は,警察
や検察官の少年保護事件における役割を,犯罪の捜査だけに限定し,警察
および検察官が扱った少年事件は,すべて家庭裁判所に送致しなければな
らないこととし,少年の処遇を決める過程(調査 ・審判手続)か らも警察
および検察官を排除するシステムを採っているのである。 したがって,警
察の任務は,事件を家庭裁判所に送致するための必要最小限度に限定され
なければならないとする2)。
② 警察が考える 「少年警察の任務」
これに対して,少年警察の任務についての警察内部での理解は,少年警
察の黎明を告げた3)とされる通達 「少年に対する防犯機構の整備について」
が発せられた昭和21年以来今日にいたるまでほとんど変わっていない。少
年警察活動分野のどれに重点をお くかは,その時々の少年非行の動向や青
少年対策との関係で変動してきたが,そ の具体的活動はその対象に着目す
れば,以下の二つに大別されている4)。
i)少年自身を対象とする活動
非行少年等の補導(非 行少年等の発見 ・調査 ・送致通告等,犯罪少
年の捜査検挙)と家出少年等保護を要する少年の保護。ちなみに 「非
行少年等」とは,非行少年,要保護少年および不良行為少年を指して
いる(少年警察活動要綱2条)。
li)少年の環境を対象とする活動
少年の福祉を害する犯罪(福祉犯)の捜査と有害環境浄化活動(法
令による規制や取締 り,行政指導,他 の行政機関との連絡等によって
おこなわれるもの)。
さらに,この二つに加えて,関係機関,団体,地域社会に向けられた活
動(啓蒙宣伝活動,少年柔剣道活動等)が第3の ものとして数えられるこ
ともある。
(3)少年警察の法的根拠
ところが,少年処遇に関する少年法や児童福祉法等の諸法令はト以上の
ような具体的な少年警察活動の権限について前述のように明文の規定を置
いていない。そこで少年警察活動はその根拠をどこかに求あなければなら
97
なかったのであるが,その根拠として挙げられたのが警察法であった。
すなわち,「すべての警察活動は警察法第2条 に規定するr警察の責務』
に由来するから,国の少年行政において警察がいかなる役割を分担するか
は,当然,警察法第2条 に照らして決定されるべきものである。したがっ
て,少年警察活動の根拠と限界もここに存するのである。すなわち,非行
少年等の補導は犯罪の予防または犯罪の捜査であり,家出少年等要保護状
態にある少年の保護は生命 ・身体 ・財産の保護と考えられ,また,福祉犯
の捜査は犯罪捜査,有害環境の排除は犯罪の予防または公共の秩序の維持
としてとらえられる。少年法や刑事訴訟法などの法令は,警察官や司法警
察職員の活動に関する根拠規定をおいているが,少年警察活動は単にこの
ように 明文のあるものにとどまらず,広 く少年に関して警察法第2条を
根拠としてその責務の範囲に 属せられるものを含むと解せられるのであ
る。」5)とされている。
しかし,他方においてこのような広範な少年警察活動が警察法2条に基
づ くというのは,組織法と作用法とを混同した杜撰な解釈であるとの批判
もあるのである6)。
〔41少年警察の軌跡の概観
少年警察の歴史は,戦後猛威を奮っていた現実の少年非行に対応しなけ
れぽならない必要性から生じた具体的な少年警察活動を,体系化し理論的
に整備する過程であった。それとともに,具体的必要に促された少年警察
活動の現実と,実定法の空白との間に存在する矛盾から脱出しようとする
軌跡であったともいうことができるであろう。「犯罪捜査規範」「少年警察
活動要綱」を初めとする諸通達,少年法改正の動き,警察法2条の解釈等
は,こ のような観点から位置付けることができるであろう。
少年警察は,い まだ法的にも組織的にも人的にも整備されていない荒野
を耕してゆ くかのように,少年保護法制の中で,また全警察組織の中で,
少年事件を取 り扱う警察の本質的な立場と任務を明確にして行く試みの軌
跡であった。
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⑤ 少年警察が現在抱えている問題
警察は,このように自ら 「犯罪捜査規範」に,少年事件に関する特則を
設けたり,「少年警察活動要綱」を制定 したりして,少年事件を適正に処
理するために警察官の心構えや取扱上の留意事項を,定めてきた。しかし
実際の警察における捜査は,犯罪の追及に傾くあまり,偽りの自白を強要
したり,「やむを得ない場合でなければ」許されない7)はずの身柄を拘束
を多用したり,杜撰な捜査など,少年の人権に対する侵害が少なからず行
われていることが指摘されている8)。また,警察の補導の対象は少年法の
対象となる 「非行少年」(少年法3条)に 限定されず,不 良行為少年にも
及ぶが(少年警察活動要綱2条),警察は,不良行為少年を、家庭裁判所 へ
送致する義務はないので,これらの少年が誤って補導されても,それによ
,って生じた人権の侵害は看過されてしまう。また,警察は,「職警連」「学
警連」と呼ばれる,職場や学校との連絡協議会を設け.職場や学校との緊
密な連携の下に補導活動を行っているが,学校側からの要請がないのに,
警察官が学校内に立ち入 り補導活動を行った り,生徒の名簿や保護者の氏
名 ・職業等の資料が学校側から警察に提出されていたという事件はまだ記
憶に新しいところである。さらに警察は,一・時的な補導にとどまらず,継
続的補導とい う形で,司法機関の判断を経ることなく問題少年の実質的な
t処遇を行っている9)。少年保護法制の中で,また警察組織の中で,少年事
件を扱 う少年警察の立場や任務が明確にされ,さ らには少年法制の中で中
心的な確固たる地位が確立されるにつれて,他方では少年警察の影ともい
うべき問題が,憂慮されてきているのである。
皿 昭和20年代
昭和21年9月,内務省警保局長から各都道府県知事宛に,「少年に対す
る防犯機構の整備について」通達が発せられ,警視庁および道府県の警察
部に少年課または少年係が設置され,少年警察は誕生した1ω。それは,敗
戦後の混乱した世相を反映して,昭和21年の少年犯罪が戦前のそれに比べ
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て2倍強に増加し,とくに兇悪犯は3倍強にと異常な増加を示した事態に
対処するためであった。
このように,少年警察活動は戦後の混乱の中で激増した少年非行に対応
しなければならないという現実の必要性から生まれたのであったが,昭和
20年代の少年警察は,行 き惑っている状況にあった。少年警察の運営や手
続に関して具体的に定めた規定が少年法などにもなかったので,少年法と
の関係や家庭裁判所との関係の中で複雑な様相を呈して,どのような方向
に運営されるべきか,少年警察の役割は何か,これらについて混迷した状
況にあった。昭和26年当時の国家地方警察防犯課警視の次のような発言は
それをよく物語っていると思われる。 「現在の少年警察は運営上の一つの
限界にたち至っている。少年法に盛られた少年保護制度の使命,警察法に
かかれた警察の任務,刑事訴訟法における捜査機関としての警察の職分等
を総合的に勘案して,少年事件を取扱 う場合の警察の本質的な立場と任務
を法の上に明確にするのでなければ,今後の少年警察の発展はあまり期待
することができないであろう。」11>
さらに少年警察の現実を混迷へと追いやったのは,自治体警察と国家地
方警察とに別れていた警察体制上の問題や人員等の不足であった。少年係
の人員が極めて不足している上に,警察内部でも少年警察に対する理解は
十分ではなく,少年野球や紙芝居,善行少年の表彰や防犯座談会などの社
会事業家的行事に少年補導の本質を見ようとする混乱が生じた。このよう
な状況の中で,少年警察は,問題少年の事件処理を推し進める方向と,社
会事業家的行事や啓蒙宣伝行事を本質と見る方向との間で混迷し,しだい
に少年警察は警察組織としての活動から遊離し,「孤立化」して行く危倶
を生ずるにいたったといわれる12)。このような混迷状況の中に,昭和20年
代の少年警察は置かれていたのであった。
〔1)通達 「少年に対する防犯機構の整備について」
① 「少年に対する防犯機構の整備について」に先立って
少年警察が誕生する前においても,警察は少年事案の処理や非行防止に
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対して特別の配慮をしていた。まず昭和20年12月警視庁は,刑事部捜査第
1課第2係 に 「青少年に関する罪およびその処分に関すること」を,同部
防犯課第2係 に 「青少年の犯罪ならびに不良化防止および補導に関するこ
と」を分掌させることとした。また,翌21年3月には,婦人警察官63名を
採用して,少年に関する活動に当たらせ,そ の後の婦人職員による少年補
導への道を開いていた。
② 通達 「少年に対する防犯機構の整備について」
戦後世相の混乱を反映して,少年犯罪が戦前のそれに比べて2倍強に増
加し,とりわけ兇悪犯が3倍強に急増した昭和21年の9月,内 務省警保局
長から各都道府県知事にあてて 「少年に対する防犯機構の整備について」
通達が発せられ,警視庁・京都府・新潟県・兵庫県・愛知県などの警察部に少
年課が,そ の他の府県に少年係が置かれた。そしてその所轄事項とされた
ところは,現在の少年警察の活動分野をほとんど網羅するものであった。
昭和21年9月30日付通達 「少年に対する防犯機構の整備について」が,
少年課および少年係の所轄事項として示 しているのは,その項目を挙げる
と
(1)少年犯罪(概 ね20歳未満)の捜査並びに検挙,送致
② 少年を対象とした防犯活動の企画,指導,実施
{3}少年犯罪の統計,情報
{4}教化団体,保護機関等との連絡,協 力
旧 学校,家庭,職場等との連絡
㈲ 少年防犯の為一般的警告,注意喚起
{7)浮浪児,戦災孤児等の救護協力
(8)少年の虐待,酷使に関する犯罪
(9)非誘拐者,家出人等の捜査
(10)少年不良化防止に関する相談
である。
敗戦直後の混乱した社会において緊急の課題であった 「浮浪児,戦災孤
101
児 等の救護 協力」を除けば,現 在 の少年警察 の活動分野のほ とん どがす で
に網羅 され ている ことがわ か る。 さ らに,注 目すべ きことは,現 行少年法
が,少 年の年齢を20歳に引 き上げ る5年 ほ ど前であるに もかかわ らず,す
でに この とき少年の年 齢を 「概 ね20歳未満」 としてい ること,そ して少年
の福祉 を害す る犯罪 が家庭 裁判所 の専管事件 とされ る時 よ り2年 ほ ど前で
あ るが,す でに 「少年の虐待,酷 使に関す る犯罪」が少年課 ・少年係 の所
管事項 としてい る ことであ る。 この ように通達では,「 少年警察 」 とい う
名 が使用 されるに先立 って,全 国都道府県警察 に少年課 ない し少年 係を発
足 させ たば か りでな く,今 日に まで通ず る基本方針が打 ち出され てい るの
であ って,ま さに これ を もって 「少年警察 の黎 明」が 告げ られ るとされ る
ところであ る13)。
しか し今 日,少 年警察の活動分野が,問 題少年の補 導 ・保護 と有害環境
の浄化 ・福祉犯 の捜査 に大別 され体系化 され てい ることに比較す る と,通
達に示 され た所轄事項はい まだ体系 化 されてお らず,た だ羅列 され ている
に とどま ってい る。 このこ とは,こ の とき少年課 ・少年係の所轄事項 とさ
れ た事柄相 互の間に共通 した統一理念 を打 ち立て,そ の理念に よって統一
的 に警 察を運営す るためには,当 時諸 々の警察活動 を統一 す る理 念や法制
が まだ整備 されていなか った ことに よるとされ ている。 とい うのは,事 実
上警察は司法,行 政両分野にわた る活動 を していたに もかかわ らず,ま だ,
理論的には行政警察 の作用 と司法警察の作用 は厳 重に区別 され,法 制上 も
刑 事訴訟法等の諸法規に よって活動す べ き司法警察官吏 と行政警察規則 の
系統 の諸法 規に よって勤務すべ き行政警察官吏 とに分け られ,運 営上 も検
察官か らの捜査指 揮 と警察部長か らの行政警察に関す る指揮命令 とに分け
られ ていた と見 られ るか らであ る14)。したが って,こ の ときは まだ少年警
察 活動を体系化す る理 論や制度 の裏付けがなか ったのである。
② 「少年警察 」の発足～通達 「少年警察 の強化について」
① 相次 ぐ法制 の整 備
昭和22年12月17日旧警察 法公 布,翌23年3月7日 施行
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昭和22年12月12日児童福祉法公布,翌23年1月1日施行
昭和23年7月10日刑事訴訟法公布,翌24年1月1日施行
昭和23年7月12日警察官職務執行法公布,同 日施行
昭和23年7月15日少年法 ・少年院法公布,翌24年1月1日施行
通達 「少年に対する防犯機構の整備について」が発せられてから約一年
後,少年警察にとって重要な法制が相次いで整備されて行った。
その中でも,旧警察法と刑事訴訟法の制定は,少年警察活動の様々な分
野を統一的,体系的に把握するための理論的ないし法制的な基礎を与える
ものであった。すなわち,旧警察法の制定によって,警察は司法警察と行
政警察との主体とな り,さらに刑事訴訟法の制定によって,そのときまで
は検察官の指揮命令下にあった司法警察が独立の捜査主体となった。この
ことによって,警察は,その運営上の指揮命令においても,法制上におい
ても行政警察活動と司法警察活動とに分断されることなく,犯罪少年であ
ると虞犯少年であるとを問わず非行少年の発見 ・調査 ・送致の活動等を一
貫して,統一的に行 うことが可能になったのであるt5)。
また,児童福祉法と少年法は,直接には少年警察に関してはわずかの規
定しか設けていないが,「少年の健全な育成を期する」というその基本理
念は,少年警察の基本的な姿勢に重要な影響を及ぼしたのみならず,少年
警察活動の法的基礎ならびに統一的理解の基盤は,これらの両法によって
与えられたのである16)。
② 激増悪化する少年非行を憂慮した国会の決議ならびに青少年問題対策
協議会の設置
昭和24年頃になると,戦後の混乱状態もおさまり経済も回復の兆Lを見
せ始めたが,少年犯罪は依然として増加を続け,それは昭和26年に主要刑
法犯少年の補導人員数が166,433人と戦後第1の ピークを記録するに至る
まで増え続けたのであった。罪質についても,少年の犯行であるかと疑わ
れるような凶悪,粗暴な犯罪が続発した。このように質量ともに悪化して
行 く事態に対処するために,昭和24年第5回 国会Lでは4月14日には衆議院
103
において 「青少年犯罪防止に関する決議」が,5月21日には参議院におい
て 「青少年不良化防止に関する決議」が,満場一致で可決された。そして,
政府は,これらの決議に応えて,内閣に青少年問題対策協議会を設置し,
同年8月には,以下のような本年度内に実施すぺき緊急要綱の閣議決定を
なしたのであった。
「青少年問題対策協議会決定事項中本年度内に実施すべき緊急 対 策要
綱」(抄)
1.総合的連絡調整機関を設置すること。(省略)
2.問 題青少年の学校及び社会における教育保護並びに年少労働者の補
導を強化すること。
(1)問題児童,生徒の指導を強化すること。
② 学校外における青少年の指導ならびに不良化防止のため必要な措
置を講ずること。
{3)年少労働者の保護及び福祉増進の措置を講ずること。
3.犯 罪並びに不良化青少年に対する補導取締を徹底すること。
不良化青少年の早期発見並びにこれに対する措置の万全を期するこ
と。なおこのため,関係職員に対し必要な教養訓練の徹底を図ること。
4.施 設機構の充実を図ること。(省略)
5.啓 蒙宣伝措置を講ずること。(省略)
6.予 算措置は別途協議するものとする。
③ 通達 「少年警察の強化について」
国会の決議に応えて政府が緊急に実施されるべき施策を閣議決定したの
を直接の動因として,警察に課せられた責務を果たすべ く,昭和24年10月
10日,国家地方警察本部次長より各都道府県警察隊長にあてて 「少年警察
の強化について」通達が発せられた。このとき初めて 「少年警察」という
名が使われたのであった。
この通達 「少年警察の強化について」が,「少年警察の任務」として示
した内容は,項 目を掲げると,
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ω 少年指導の関係機関との連絡調整
② 個々の問題少年(犯罪少年,虞犯少年,不良少年)に対する適切な
措置
(イ)問題少年の発見探知並びに送致又は通告
(ロ)保護補導等の措置
(3)少年の環境浄化に関する措置
(イ)少年を害する成人及び団体等の取締
(A)少年達を喰物にしている不良ボスの取締
(B)盛場等に巣喰 う不良団の取締
(ロ)少年に悪影響を与える次のようなものの浄化改善について関係各
機関の積極的活動を促進援助すること。
㈹ キャバレー,ダンスホール,特殊喫茶店等少年にふさわしくな
い場所
㈹ 好色的猟奇的な読物絵画,悪質な児童漫画等の出版物
◎ 低俗卑わいな映画演劇レビュー等の不健全興業
θ パチンコ屋その他の遊技場,街頭の各種の賭博類似の射幸行為
営業
(4}健全明朗な環境の育成
{5}社会に対する啓蒙指導
である。
ここにいたって,少年警察の任務が単なる諸々の活動の羅列にとどまら
ず,「問題少年の補導」と 「少年の環境浄化」という二つの活動に整理し
体系づけられるようになった。
また,司法警察活動と行政警察活動とを統一的にとらえていることも注
目される。すなわち,「問題少年」という概念で,犯罪少年 ・虞犯少年 ・
不良少年を包括するとともに,「補導」という概念で,問題少年に関する
警察活動(少年に関する犯罪の捜査と非行の予防活動という司法 ・行政の
両分野にわたる諸活動)を包括したのである。これらのことに集約的に示
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され てい る よ うに,少 年警察活動 において犯罪 の捜査 と非行の防止活動 と
い うよ うに分断 され る ことな く,司 法 警察 と行政警察 とが統 一的に体系 化
され る ようにな ったのである。 それを可能に したのは前述 した ように旧警
察法 を初 め とす る諸法制 の整備 であ った17)。
さ らに,少 年法3条 に規定 されてい る 「非 行少年」には含 まれ てい ない
「不 良少年」が,問 題少年 とい う概念 の中に含 まれた ことに よって警察 の
補導 の対象 とされ てい ることも,看 過 されてはな らないであ ろ う。 これは
「問題 少年補 導要 領」に受け継がれ,さ らには 「少年警察活動要綱」(2
条 」へ と発展 して行 くのであ る。
{3}「問題少年補導要領」制定
① 「簡 易送致制度 」 の運用 の発足
「問題少年 補導 要領」が制定 され るに先立 って,昭 和25年5月には警察,
検察,家 庭裁判所の三者間 の協議 に より,犯 罪事実が軽 微な初犯 者で将来
再 犯のおそれがない こ と等 の条件を あ らか じめ定めて,警 察が これ らの条
件に該 当す る少年につ いては成人事件 の微罪処分の例に準 じて簡 易な書式
に よって送致す るこ ととした。 これ に よって 「簡易送致制度」 の運用が発
足 した。そ して,こ れは昭和24年1月1日 か ら施行 された少年法 の全件送
致主義 の原則 の実質的 な修正 を意味 していた。
この ときスター トした当時 の簡 易送致は,警 察官が再犯のおそれ の有無
や保護処分 の必要性 につ いて判断 し,再 犯おそれ も,保 護処 分の必要性 も
な く,か つ,一 定 の条 件を満 た している少年事件については,家 庭 裁判所
が原則 として送致 書だけを審査す る ことに よって事案軽微 とい う理 由で審
判不開始の決定をす る方法 であ り,警 察 に実質的 な少年の処分をゆだね る
とい う問題 を含 んでいた。 しか し家庭 裁判所が発 足 したばか りで,人 的物
的施設 も不十分 であ った時代 であ り,ま た具体化 は家庭裁判所 ごとの実情
に応 じ,家 庭 裁判所 と検察官 の指定す る ものに限 られ るとい う,暫 定的 な
措 置 とい う色彩が強 か った。 家庭裁判所 におい て も,全 件送致 の建 前を捨
ててはお らず,警 察側 も 「軽微 な少年事件 の簡 易送致は,き わめて微妙 な
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問題を含んでい るので,そ の取扱 につい て特 に慎重を期」 されたい旨通達
してお り,あ くまでの家庭裁判所 の主導権 を前提 としていたので,か ろ う
じて容認 で きる ものであ った とされ る18)。しか し,そ の後,簡 易送致 の基
準 が不 明確 である等 の理 由に よって再 び三者間の協議 に よ り新た な基準が
設 け られ た昭和44年頃か ら,簡 易送致の運用は大 きな展開 を見せ るのであ
る。
② 「問題少年補導要領」制定
「少年警察の強化について」通達が発せ られ て,そ の10ヵ月後の昭和25
年8月7日,犯 罪少年 ・触法少年等 を警察 で補導す る場合の具体的取扱要
領の基本 として 「問題少年補導要領」が制定 され,そ の 旨通達 された。 こ
の補導要領 では,少 年を取扱 う場合の一一般的 な心構 えや問題 少年 の取扱 い
に関す る手続 が,問 題少年 それ ぞれの類型 ごとに,手 続の時間的流れ に沿
って規定 され ている。以下 の よ うな内容を もつ この補導要領は,後 に 「少
年警察活 動要 綱」が制定 され るまで,全 国共通の少年補導 の準則 とされた。
「問題 少年 補導要領」(抄)
第一 総 則
第1条 この補導要領は,警 察が問題 少年に関 して補導の適正を図 るため
の心構え,手 続,そ の他必要 な事項 を定 め ることを 目的 とす る。
第2条 少年警察 にお いて取扱 う問題 少年 とは,次 に掲げ る20歳未満(昭
和25年12月31日迄は18歳未満)の 者をい う。
一,犯 罪少年(省 略)
二,触 法少年(省 略)
三,虞 犯少年(省 略)
四,そ の他 の要保護少年
そ の他 の要 保護 少年 とは,次 に掲げ る者をい う。
σ)前 各号該 当 しない少年 であ って不良行為をな し,又 はなす虞 のあ
'る少年。
(ロ)前各 号に該当 しない少年 であ って,児 童福 祉法 第25条に該 当す る
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保護者のない児童又は保護者に監護させることが不適当であると認
められる児童。
の 家出人,迷子等警察の保護を要する少年。
第3条(早 期発見)(省略)
第4条 警察官は,発見検挙し又は相談を受けた問題少年について必要な
捜査調査を行って,その実体を明らかにし,個々の場合に応じて最も適
切なる方法によりその構成を図るため,関係機関へ送致,通告その他適
宜の措置を講ずるものとする。
第5条 補導取締は,少年係において企画立案し,実施に際しては常に他
の係と緊密な連絡を保ち,実行ある取締を行 うよう努めなければならな
い 。
2警 察官は,そ の所属,係の如何を問わず,問題少年を発見したときは,
適切な補導を行い少年犯罪並びに不良化の防止に努めなければならない。
第6条 補導の適否は少年の将来を左右するものがあることを銘記し,特
に左に掲げる心構えでこれに当たらなければならない。(以下,項 目の
み)
一,愛の精神
二,特性の理解
三,尊 敬と信頼
四,長所の発見
五,秘密の保持
六,関係者の意向の尊重
第7条 問題少年の補導については,関係各機関団体が密接な連絡を保ち
総合的に運営されなければならないから,警察においても常にこれらの
各機関との連絡協調に努めなけれぽならない。
2(省 略)
第8条(少 年を害する成人並びに少年不良団等の取締)
第9条(明 るい環境の育成)
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第10条(報 道上 の注 意)(以上,項 目のみ)
第二 犯罪少年
第11条(少 年被疑事 件の処理)(省 略)
第12条 少 年被疑事件 の捜 査にあた っては,事 件 自体 の究 明に止 ま らず犯
罪 の原 因,動 機,家 庭,環 境,性 質,素 行,経 歴,教 育程 度,心 身の状
況等につ き要保護性 の調査に努めなければな らない。
第13条～第21条(省 略)
第22条 警察官は,そ の捜査 した少年事件 につ き,そ の事実が極め て軽 微
であ り,犯 罪の原 囚及び動機,当 該少年 の性格,行 状及び環境,家 庭の
状況等か ら判 断 して特別 の要保護性が な く家庭 裁判所の審判に付す る必
要がない と認め られ,且 つ検察官又は 家庭 裁判所か らあ らか じめ指定 さ
れた ものについては,被 疑少年 ごとに送致書又は送 付書 を作成 し,毎 月
一・括 して検察官(第3号 様式)に 送致 し若 しくは送付 し,又 は家庭裁判
所(第3号 様式)に 送 致す ることがで きる。但 し左 の各号に該当す る少
年につい ては通常の送致又は送付 の手続 に よる もの とす る。
一,被 疑事実が二以上 ある もの。
二,再 び罪 を犯す虞 があ る と認め られ る もの。
三,か つ て罪を犯 した もの。
2(省 略)
第23条(省 略)
第三 触法少年,第 四 虞犯少年,第 五 その他の要保護少年,
第六 同行状 の執行 その他,第 七 少年補導 カー ド
この補導要領は,先 の通達 「少年警察 の強化について」 の延 長線 上にあ
ると思われ る。 同通達 は非行少年 と不良 行為少年 を包 括 した 「問題 少年 」
とい う用語を生み 出 し,こ の よ うな 「問題 少年」に対す る警 察活動 を 「補
導 」 とい う用語 で表現す る ことに よって,司 法警察 と行政警察 とを総合的
に位 置付ける ことを可能 と したが,こ の補導要領は,そ の成果 を踏襲 しさ
らに掘 り下げた ものである。
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すなわち,通 達 では,「 補導」 とい う用語は まだ ど うい う内容を指す の
かが明確に され ていなか ったが,こ の補導要領では第4条(補 導)で 「警
察官は,発 見検挙 し又は相談を受 けた問題少年について必 要な捜査調査を
行 って,そ の実体 を明 らか に し,個 々の場合 に応 じて最 も適切 なる方法に
よ りその更生 を図るため,関 係機関へ送致,通 告その他適宜の措 置を講 ず
る」 もの として,「補導 」の定 義を明確 に してい る。
また要保護性 の調査に重点を 置いてい ることも,補 導要領 の特徴 であ る。
補導要領は 調査 を,少 年法上警察の職務 とされている非 行の発見活動や犯
罪 少年 に関す る捜査 とひ とまとめに して補導 とい う概 念で包括す る一 方,
「事件 自体 の究 明に止 ま らず犯罪の原因,動 機,家 庭,環 境,性 質,素 行,
経歴,教 育程度,心 身の状況等につ き要保護性 の調査に努めなければな ら
ない」 と少年警察活動 におけ る調査の重要性を強調 してい る。
この ような補導要領 は,少 年警察の活動分野につい てよ り一 層体系化 し,
警察 の果たすべ き役割や活動 の具体的在 り方やその限界等につい て よ り理
論 化 して行 くための,一 つ のステ ップと しての意味 を もっていた。そ して
それは,そ の後の 「少年警察 の推進について」や 「少年警察の運営につい
て」等 の諸通達 を経 て,昭 和35年に 「少年警察活動要綱」の制定 に より一
応の結実 を見 るにいた るのである。
〔4)通達 「少年警察 の推進 につ いて」
昭和27年4}15日,国家地方警察本部次長 よ り管区本 部」<及び隊長にあ
てて 「少年警察 の推進につ いて」通達が発せ られた。それは少年警察活動
の適 正化を図 るための,す なわち少年事件 を適 正に処理す るため少年警 察
活動 の在 り方 を掘 り下げ る次 のステ ップで あった。
この通達が,少 年警察推進 上留意すぺ き事項 として列記 してい る項 目を
挙げ る と,
1.趣 旨
少年は,心 身共 に発達の過程 にあ り,成 人 に比 して判断 力が不完全
であるか ら犯罪 に陥 る ことが多 く,又 四囲の悪環境が容 易に誘因 とな
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って惹起される犯罪が極めて多い。したがって少年法の趣旨にそい少
年事件を適切に処理するためには,成人事件の処理の場合に必要な措
置にあわせて,特に少年の環境その他の犯行原因については,充分調
査しなければならないところである。
これがために,少年の事件を処理するものは,平 素より少年を囲む
社会環境に親しみ,そ の環境を構成するあらゆる人々乃至事象に直接
接触し,先ず事犯の原因調査に際してこれを多角的に又的確に把握し
て,以て事件処理の適正を期し得るように努めるとともに,さ らに進
んでは少年を犯罪に誘 う一般 的原因の除去に努め,健全な少年をも犯
罪より保護することが必要である。
2.少年を囲む社会環境の把握
3.少年の福祉を害する成人の取締
4.民 間団体等との連絡協調
5.少年事件の適切な処理
{1)少年係員による少年事件の処理
② 少年事件の原因調査
(3)原因調査に基づく措置
(4)記銀の作成及び整理
6.その他の留意事項
である。
その趣旨に 「少年法の趣旨にそい少年事件を適切に処理するためには,
(省略)少年の環境その他の犯行原因については,充分調査しなければな
らない。(省略)先ず事犯の原因調査に際してこれを多角的に又的確に把
握して,以て事件処理の適正を期し得るように努める」ことが必要である
と述べられているように,少年事件を適切に処理するにあたって事件の原
因調査の重要性を指i摘している。これは,「問題少年補導要領」と同様の
立場に立つものであるが,簡易送致の運用を念頭に置いたとき,補導の一
環としての原因調査の重視と 「原因調査に基づく措置」は,重要な意味を
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帯びてくるであろう。
また,成人事件とは異なる少年事件の特性を考えて,その適切な処理の
ためには 「少年係員による少年事件の処理」という原則を強調しているが,
この通達の特徴である。
このような少年事件の適切な処理,少年警察の体系化の企図にもかかわ
らず,必 ずしもその企図は,日本全国の少年警察の活動の実際に徹底浸透
したというわけにはいかなかった。というのは,少年警察の活動対象を最
も多くもっている都市は,依然として自治体警察の管内であ り,これら都
市の自治体警察は,今や国家地方警察本部からの方針はこれを単に参考と
して受け取るに過ぎず,それぞれ独自の方針をもって前進していたと見ら
れるからであった。それだけではなく,「少年事件は少年係で」という原
則を強調することが事態をより複雑にしていたのである。確かに警察にお
ける問題少年の処遇を一貫して行うためには,専門の少年係員の手によっ
て少年事件が終始処理されることが望ましい。しかし,それを行 うために
は,少年係の人員は絶対的に不足しているが現実であった。それにもかか
わらず少年係員による処理を強調することは,実際に少年活動の分野で果
たしている外勤警察官や刑事警察官の活動を放置してしまうことになる。
このような状況の中で,少年警察は,その重点を問題少年の事件処理に
置きそれを推し進める方向と,啓蒙宣伝行事(少年野球や紙芝居,善行少
年の表彰や防犯座談会の開催等)にその本質を見ようとする方向との間で
行き惑い,徐 々に警察組織から遊離する危惧を生ずるに至ったという19)。
(5}通達 「少年警察の運営について」～少年警察は名実ともに成立
① 自治体警察の解体 ・警察の中央集権化
少年警察がこのような混迷状態から脱する大きな契機となったのは新警
察法の制定 ・施行であった。
昭和29年6月8日警察法が改正され,同年7月1H施 行され,それまで
の国家地方警察と自治体警察は廃止され新たに都道府県警察が誕生した。
それは国家地方警察と自治体警察との2本建は両者が対立してその間の連
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絡は必ずしも適当でなく,広域にわたる犯罪の捜査鎮圧に困難を生じ,自
治体警察の中にはその力の不充分なものもあり,いくつかの府県では治安
が悪化し警察が張体化するという事態が生ずるに至ったためであった20)。
このため,「個人の権利と自由を保護し,公共の安全と秩序を維持する
ため,民主的理念を基調とする警察の管理と運営を保障 し,且つ能率的に
その任務を遂行するに足る警察の組織を定めることを目的」(第1条)と
して,新警察法が制定されたのである。
新警察法は,警察行政全体の中央機関として国家公安委員会を置き,国
家公安委員会の下に警察庁を置いた(第4条,15条)。そして,それまで
の国家公安委員会及び国家地方警察本部が,国家地方警察の中央機関であ
るに過ぎなかったのと異なり,新国家公安委員会及び警察庁はわが国警察
全般の中央機関となった。警察行政に関する調整や国の公安に係る事案に
ついての警察運営等が,国家公安委員会の管理の下に警察庁がつかさどる
ことになった(第5条,17条)。また全国各都道府県 は警察庁の指揮監督
の下に置かれるようになった(16条)。
この警察法改正によって,警察全体が総合的に少年問題に対処すること
が可能となり,警察庁の少年警察活動に関する方針を各都道府県警察に徹
底浸透させることが容易になったのである21)。
② 通達 「少年警察の運営について」
昭和29年10月5口,新しい警察体制が整えられたのを機に,また当時の
少年非行の趨勢について対応するために,警察庁次長より各都道府県市方
面公安委員会委員長及び各管区警察局長にあてて 「少年警察の運営につい
て」通達が発せられた。
この通達は,少年警察の運営上留意すべき事項として以下のような項目
を挙げている。
1.問題少年の早期発見
{1)社会環境の把握とそれによって得た資料の活用
(2)外勤警察の組織の活用
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全警察特に外勤警察の組織を全幅的に活用して,早期に問題少年
を発見し得るよう,必要な最小限度の知識,心構えを特に外勤警察
官に普及徹底することに努めるとともに,問題少年発見後の補導の
措置については,こ この警察官の判断にまかすことなく,少年警察
主務係を通じて適切な指示がなされるように配慮すること。
2.問題少年の適切な補導
(1)問題少年に対する捜査とその他の補導措置との脈絡
問題少年に対する捜査とその他の補導措置との間に脈絡を保ち,
その少年の健全な育成を期する精神をもって一貫するようにするた
め,少年事件の捜査を少年警察主務課係以外に行わせる場合におい
ても,少年警察主務課係と密接な連絡をとらせるとともに,特に捜
査専従員等に対しては,少年事件取扱に関する心構えと知識の徹底
に努めること。
② 専従者の厳選と教養の高度化
(3)問題少年の補導措置決定についての配慮
(4)少年補導カー ドの整備とその活用
3.少 年の環境浄化
4.当 面更に配慮すべき点
問題少年の早期発見に始まる補導の措置及び少年環境の浄化活動の
推進は,少年警察の主要な任務である,当面の問題として,更に次の
諸点には特に意を用いること。
田 学校の職員及び家庭の母親等との連係の強化
② 少年警察広報の向上
(3}都市部及び村落部の関係
この通達の特徴は,少年警察の主要な任務が 「問題少年の早期発見に始
まる補導の措置」と 「少年環境の浄化活動の推進」にあることを明言する
とともに,その二つの任務を達成する手段として,少年警察体制の整備強
化と,関係各機関との連係の強化,少年警察広報の向上を位置付けたこと
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にあり,少年警察の任務は明確に体系化されている。
また,標題に示されているとおり少年補導に関する警察の 「運営」の整
備強化に重点を置いていることが目立っている。警察全体としての問題少
年取扱いの中軸として少年係を位置付けながらも,外勤警察組織の活用,
捜査係との脈絡の保持を重視することにより,少年補導活動が少年係に止
どまることなく警察の全組織を挙げて取 り組むことのできる体制を整備す
る ことをその主眼 としてい る。
これに よって,少 年警察は名実 ともに成立 した と言われてい る22)。
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